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3月の税務と労務3月 （弥生）MARCH

20日・春分の日 国　税／�令和6年分所得税の確定申
告� 2月16日〜3月17日

国　税／�個人の青色申告の承認申請
� 3月17日

国　税／�贈与税の申告�
� 2月1日〜3月17日

国　税／�2月分源泉所得税の納付�
� 3月10日

国　税／�個人事業者の令和6年分消
費税等の確定申告� 3月31日

国　税／�1月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等）�3月31日

国　税／�7月決算法人の中間申告�
� 3月31日

国　税／�4月、7月、10月決算法人の消
費税等の中間申告�
（年3回の場合）� 3月31日

地方税／�個人の都道府県民税、市区
町村民税、事業税（事業所
税）の申告� 3月17日

　国税庁は今年1月から、書面で提出された申告書等の控えへの、
収受日付印の押なつを行わないこととしました。控えの収受日付
印以外で、申告書等の提出事実や提出年月日を確認する方法とし
ては、申告書等情報取得サービスや納税証明書の交付請求などに
より確認することができます。

収受日付印の押なつ廃止
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内
容
と
し
な
い
こ
と
。

・　

固
定
残
業
代
を
採
用
す
る
場
合

は
、
固
定
残
業
代
に
関
す
る
労
働

時
間
数
と
金
額
等
の
計
算
方
法
な

ど
を
明
示
す
る
こ
と
。

・　

職
業
安
定
法
に
基
づ
く
職
業
紹

介
事
業
者
等
指
針
を
踏
ま
え
、
求

職
者
等
の
個
人
情
報
を
適
切
に
取

り
扱
う
こ
と
。

２　

学
業
と
の
両
立
へ
の
配
慮

　

学
生
ア
ル
バ
イ
ト
の
場
合
、
学
業

と
の
両
立
も
重
要
な
点
で
す
。

　

学
生
の
試
験
期
間
や
授
業
時
間
を

考
慮
し
て
、
シ
フ
ト
を
柔
軟
に
調
整

す
る
な
ど
の
配
慮
を
し
、
両
立
し
や

す
い
働
き
方
を
労
働
者
と
一
緒
に
考

え
て
い
く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　

一
方
的
な
シ
フ
ト
変
更
や
過
度
な

労
働
時
間
の
要
求
は
、
学
業
や
体
調

面
に
支
障
を
き
た
す
可
能
性
が
あ

り
、
結
果
と
し
て
、
長
期
間
に
渡
っ

て
勤
務
が
で
き
な
く
な
る
こ
と
や
、

離
職
に
つ
な
が
る
こ
と
も
あ
り
ま
す

の
で
、
注
意
が
必
要
で
す
。

３　

賃
金
の
支
払
い
・
最
低
賃
金

　

労
働
基
準
法
で
は
、
賃
金
の
支
払

い
に
つ
い
て
次
の
原
則
が
定
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

学
生
や
若
者
を
採
用
す
る
際
、
企

業
に
は
労
働
基
準
法
を
は
じ
め
と
す

る
労
働
関
連
法
規
を
遵
守
し
、
適
切

な
労
務
管
理
を
行
う
こ
と
が
求
め
ら

れ
ま
す
。

　

特
に
、
春
休
み
中
や
高
校
・
大
学

入
学
後
な
ど
に
ア
ル
バ
イ
ト
を
希
望

す
る
学
生
を
受
け
入
れ
る
際
に
は
、

未
成
年
者
を
対
象
と
し
た
法
令
へ
の

対
応
や
、
学
業
と
の
両
立
に
も
配
慮

を
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

今
回
は
、
学
生
・
若
者
を
採
用
す

る
と
き
の
注
意
点
を
解
説
し
ま
す
。

１　

労
働
契
約
締
結
・

　

労
働
条
件
明
示

⑴　

労
働
契
約
の
締
結

　

満
18
歳
に
満
た
な
い
年
少
者
（
以

下
、「
年
少
者
」）
や
満
15
歳
に
達
し

た
後
、
最
初
の
３
月
31
日
が
終
わ
る

ま
で
の
児
童
（
以
下
、「
児
童
」）
に

つ
い
て
は
、
労
働
基
準
法
等
に
よ
り

各
種
ル
ー
ル
が
設
け
ら
れ
て
お
り
、

雇
入
れ
の
際
は
年
齢
確
認
を
す
る
こ

と
が
重
要
で
す
。
児
童
は
、
原
則
と

し
て
、
雇
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ

ん（
例
外
も
あ
り
ま
す
）。

　

年
少
者
を
使
用
す
る
場
合
に
は
、

年
齢
証
明
書
（
住
民
票
記
載
事
項
の

証
明
書
な
ど
）
を
事
業
場
に
備
え
付

け
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と

も
注
意
を
要
し
ま
す
。

　

未
成
年
者（
令
和
４
年
４
月
よ
り
、

成
年
年
齢
は
20
歳
か
ら
18
歳
へ
と
変

わ
り
、
未
成
年
者
は
年
少
者
と
同
じ

年
齢
に
な
り
ま
し
た
）
の
労
働
契
約

の
場
合
も
、
成
年
が
労
働
契
約
を
締

結
す
る
際
と
同
様
に
、
事
業
主
と
本

人
と
の
間
で
契
約
を
結
ば
な
け
れ
ば

な
ら
ず
、
親
権
者
や
後
見
人
が
代

わ
っ
て
締
結
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。

　

な
お
、
親
権
者
・
後
見
人
・
行
政

官
庁
は
、
労
働
契
約
が
未
成
年
者
に

不
利
で
あ
る
と
認
め
る
場
合
に
お
い

て
は
、
労
働
契
約
を
解
除
す
る
こ
と

が
で
き
ま
す
。

⑵　

労
働
条
件
の
明
示
な
ど
の
遵
守

　
「
青
少
年
の
雇
用
の
促
進
等
に
関

す
る
法
律
」（
若
者
雇
用
促
進
法
）
に

基
づ
き
若
者
を
募
集
・
採
用
等
す
る

事
業
主
な
ど
が
講
ず
べ
き
措
置
を
ま

と
め
た
指
針
に
お
い
て
、
次
の
こ
と

が
定
め
ら
れ
て
い
ま
す
。
募
集
段
階

か
ら
、
労
働
条
件
の
明
示
方
法
な
ど

に
気
を
つ
け
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

・　

青
少
年
が
適
切
に
職
業
選
択
を

行
い
、
安
定
的
に
働
く
こ
と
が
で

き
る
よ
う
に
、
労
働
条
件
な
ど
の

明
示
な
ど
に
関
す
る
事
項
を
遵
守

す
る
こ
と
。

・　

広
告
等
に
よ
り
提
供
す
る
青
少

年
の
募
集
に
関
す
る
情
報
等
は
、

青
少
年
に
誤
解
を
生
じ
さ
せ
る
よ

う
な
表
示
と
し
な
い
こ
と
。
ま
た
、

当
該
情
報
を
正
確
か
つ
最
新
の
内

容
に
保
つ
こ
と
。

・　

明
示
す
る
従
事
す
べ
き
業
務
の

内
容
等
は
、
虚
偽
ま
た
は
誇
大
な

学生・若者を採用するとき
の注意点　
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①　

通
貨
で
直
接
労
働
者
に
支
払
う
。

②　

全
額
を
支
払
う
。

③　

毎
月
１
回
以
上
、
一
定
の
期
日

に
支
払
う
。

　

ま
た
、
親
権
者
・
後
見
人
は
、
未

成
年
者
の
賃
金
を
代
っ
て
受
け
取
っ

て
は
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
過
去
に
、
賃
金
を
親
等
が

管
理
す
る
ケ
ー
ス
が
多
く
、
未
成
年

者
の
権
利
侵
害
や
労
働
条
件
の
悪
化

に
つ
な
が
る
こ
と
が
あ
っ
た
こ
と
か

ら
、
こ
の
よ
う
な
状
況
を
改
善
し
、

未
成
年
者
の
労
働
環
境
を
向
上
さ
せ

る
た
め
に
、
労
働
基
準
法
に
こ
の
規

定
が
明
記
さ
れ
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
、
最
低
賃
金
を
下
回
る
賃

金
の
支
払
い
は
違
法
と
な
り
ま
す
の

で
、
所
在
地
ご
と
の
最
低
賃
金
を
確

認
し
、
適
切
な
賃
金
を
支
払
う
必
要

が
あ
り
ま
す
。

４　

時
間
外
・
休
日
・
深
夜
労
働

　

時
間
外
・
休
日
・
深
夜
労
働
も
、

年
齢
に
よ
り
取
り
扱
い
が
異
な
る
点

で
す
。

　

年
少
者
に
つ
い
て
は
、
本
人
の
希

望
が
あ
っ
た
場
合
で
も
、
原
則
と
し

て
、
時
間
外
や
休
日
、
深
夜
に
労
働

さ
せ
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

変
形
労
働
時
間
制
に
よ
る
就
業
も

故
・
ケ
ガ
に
つ
い
て
は
、
労
災
保
険

か
ら
補
償
が
受
け
ら
れ
ま
す
。
事
業

主
は
、
労
災
保
険
の
運
用
を
適
切
に

行
う
義
務
が
あ
り
ま
す
。

７　

退
職
・
解
雇

　

退
職
・
解
雇
を
め
ぐ
り
労
使
間
ト

ラ
ブ
ル
が
起
こ
り
や
す
い
た
め
、
日

頃
か
ら
円
滑
な
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
を
心
が
け
、
退
職
に
つ
い
て
も
相

談
し
や
す
い
職
場
環
境
を
築
い
て
い

く
と
よ
い
で
し
ょ
う
。

　

退
職
希
望
日
の
直
前
に
申
し
出
る

こ
と
の
な
い
よ
う
、
退
職
の
手
順
を

あ
ら
か
じ
め
伝
え
て
お
き
（
雇
入
時

の
労
働
条
件
明
示
等
）、
急
な
退
職

か
ら
ト
ラ
ブ
ル
に
発
展
し
な
い
よ
う

予
防
し
て
お
く
こ
と
も
重
要
で
す
。

　

労
働
者
か
ら
退
職
の
申
し
出
が

あ
っ
た
際
に
、「
代
わ
り
の
者
を
見

つ
け
る
ま
で
退
職
は
認
め
な
い
」
と

い
っ
た
対
応
は
ト
ラ
ブ
ル
の
元
に
な

り
ま
す
の
で
、
強
引
な
引
き
止
め
を

行
わ
な
い
よ
う
注
意
が
必
要
で
す
。

　

ま
た
、
ア
ル
バ
イ
ト
で
あ
っ
て
も
、

企
業
が
一
方
的
に
解
雇
す
る
こ
と
は

で
き
ま
せ
ん
。
解
雇
に
は
正
当
な
理

由
が
必
要
で
あ
り
、
少
な
く
と
も
30

日
前
の
予
告
、
ま
た
は
30
日
分
以
上

の
平
均
賃
金
の
支
払
い
が
義
務
付
け

ら
れ
て
い
ま
す
。

８　

研
修
・
育
成

　

学
生
や
若
者
は
、
社
会
人
と
し
て

の
基
礎
を
身
に
つ
け
る
前
に
職
場
に

来
る
こ
と
も
あ
り
ま
す
。
挨
拶
や
報

告
・
連
絡
・
相
談
、
接
客
や
電
話
の

応
対
、
メ
ー
ル
の
作
成
な
ど
職
場
の

実
態
に
応
じ
て
必
要
な
こ
と
を
教
え

な
が
ら
育
成
を
し
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

近
年
は
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
や
S
N
S

へ
の
職
場
情
報
掲
載
が
社
会
問
題
と

な
る
こ
と
も
増
え
て
き
ま
し
た
の
で
、

他
者
と
の
接
し
方
、
個
人
情
報
・
職

場
の
機
密
情
報
の
取
り
扱
い
も
研
修

メ
ニ
ュ
ー
に
加
え
て
お
く
と
よ
い
で

し
ょ
う
。

　

な
お
、
習
熟
に
は
個
人
差
が
あ
り

ま
す
の
で
、
個
々
の
能
力
や
適
性
に

応
じ
て
成
長
を
支
援
し
て
い
く
こ
と

が
望
ま
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
職
場
の
安
全
・
健
康
管
理

の
視
点
に
基
づ
く
研
修
も
重
要
で

す
。
労
働
安
全
衛
生
法
に
基
づ
き
、

職
場
の
安
全
衛
生
ル
ー
ル
や
災
害
防

止
措
置
に
つ
い
て
教
育
す
る
必
要
が

あ
り
ま
す
。
職
場
の
施
設
を
案
内
す

る
際
に
は
、
緊
急
時
の
退
避
・
避
難

経
路
の
説
明
等
も
行
っ
て
い
き
ま

し
ょ
う
。

一
部
の
例
外
を
除
き
行
わ
せ
る
こ
と

が
で
き
ま
せ
ん
の
で
、
労
働
時
間
等

の
運
用
に
つ
い
て
は
「
年
少
者　

労

働
時
間
」
な
ど
の
キ
ー
ワ
ー
ド
に
よ

り
法
令
の
取
り
扱
い
を
検
索
・
確
認

す
る
こ
と
や
、
労
働
基
準
監
督
署
等

へ
の
相
談
等
に
よ
り
適
切
な
対
応
を

講
じ
て
い
き
ま
し
ょ
う
。

　

な
お
、
シ
フ
ト
制
を
採
用
す
る
場

合
は
、「
い
わ
ゆ
る
「
シ
フ
ト
制
」
に

よ
り
就
業
す
る
労
働
者
の
適
切
な
雇

用
管
理
を
行
う
た
め
の
留
意
事
項
」

（
令
和
４
年
１
月
７
日　

厚
生
労
働

省
）
も
参
照
し
な
が
ら
運
用
し
て
い

く
こ
と
が
望
ま
れ
ま
す
。

５　

年
次
有
給
休
暇
の
付
与

　

ア
ル
バ
イ
ト
・
非
正
規
従
業
員
で

あ
っ
て
も
、
一
定
の
条
件
を
満
た
せ

ば
年
次
有
給
休
暇
を
請
求
す
る
権
利

が
生
じ
ま
す
。
具
体
的
に
は
、
雇
入

れ
か
ら
６
か
月
以
上
継
続
勤
務
し
、

全
労
働
日
の
８
割
以
上
出
勤
し
た
場

合
、
所
定
の
日
数
の
年
次
有
給
休
暇

を
付
与
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

６　

労
災
保
険
の
適
用

　

正
社
員
、ア
ル
バ
イ
ト
を
問
わ
ず
、

労
働
者
は
労
災
保
険
の
適
用
対
象
と

な
り
、
業
務
中
や
通
勤
途
中
の
事
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　国民年金制度では、保険料を納めること
が経済的に困難な場合の免除制度・納付猶
予制度が設けられています。保険料免除は、
前年所得などに応じた免除制度のほか、前
年所得にかかわらず適用される免除制度も
あり、今回お伝えする失業等による特例免
除・納付猶予は、失業者の前年の所得にか
かわらず免除を受けられる特例です。
　失業・倒産・事業の廃止などの事実を確
認できたときに対象となるもので、この特
例を受けるときは、失業等の事実を確認で
きる次の書類が必要です。
①　雇用保険の被保険者であった方
・　勤務先から交付される「雇用保険被保
険者離職票」のコピー

・　ハローワークから交付される「雇用保
険受給資格者証」、「雇用保険受給資格通
知」のコピー　など

②　事業の廃止（廃業）または休止の届出
を行っている方
　厚生労働省が実施する総合支援資金貸付
の貸付決定通知書の写しおよびその申請時
の添付書類の写し
③　①②の書類を用意できない場合
　以下の書類も失業等の事実を確認できる
書類です。ただし、別途失業の状態にある
ことの申し立てを書式にて行う必要があり
ます。
・　履歴事項全部証明書または閉鎖事項全
部証明書
・　税務署等への異動届出書、個人事業の
開廃業等届出書または事業廃止届出書の
写し（税務署等の受付印のあるものに限
る）
・　保健所への廃止届出書の控（受付印の
あるものに限る）
・　その他、公的機関が交付する証明書等
であって失業の事実が確認できる書類
　申請は、電子申請又は市区町村・年金事
務所の窓口、郵送で行うことができます。

〈国民年金〉 
保険料の特例免除（失業時）

　

令
和
７
年
４
月
以
降
、
障
害
者
雇

用
に
関
す
る
制
度
が
一
部
変
更
さ

れ
、
雇
用
率
算
定
に
お
け
る
「
除
外

率
」が
引
き
下
げ
ら
れ
る
予
定
で
す
。

こ
の
「
除
外
率
」
は
、
特
定
の
業
種

や
業
務
内
容
の
労
働
条
件
に
よ
り
、

障
害
者
雇
用
が
困
難
と
さ
れ
る
場
合

に
、
雇
用
率
算
定
の
基
準
と
な
る
従

業
員
数
か
ら
一
定
割
合
を
除
外
す
る

仕
組
み
で
す
。

　

こ
れ
ま
で
は
、
除
外
率
に
よ
っ
て

一
部
の
業
種
は
障
害
者
雇
用
義
務
を

軽
減
さ
れ
て
い
ま
し
た
が
、
こ
の
仕

組
み
が
障
害
者
の
就
業
機
会
を
制
限

し
て
い
る
と
の
指
摘
が
あ
り
、ま
た
、

企
業
全
体
で
の
障
害
者
雇
用
を
進
め

る
必
要
性
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
除
外
率
が
段
階
的
に
引
き
下
げ

ら
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

業
種
ご
と
の
除
外
率
は
厚
生
労
働

省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
等
よ
り
ご
確
認
く

だ
さ
い
。

〈
障
害
者
雇
用
〉除
外
率
の
引
下
げ

　新年度に向け3月〜4月に時間外・休日
労働に関する協定（36協定）や就業規則を
提出するケースが多く、労働基準局におい
ては窓口の混雑に対する注意喚起（控えの
到着に時間を要すること等）が行われるこ
ともあります。早めに準備・提出を進めて
おくとよいでしょう。
　協定締結を行う際は、記載内容の見直し
も併せて実施しておくことが望ましいです。
時間外・休日労働の留意点を定めた指針に
おいて「時間外労働・休日労働は必要最小
限にとどめてください。」とされており、
前年の時間外・休日労働の状態も踏まえな
がら、必要最小限の時間数を設定するとよ
いでしょう。なお、令和6年4月以降は建
設業・ドライバー・医師等の時間外労働の
上限規制の適用があり、36協定の様式変
更も行われていますので、最新の様式で手
続きを進めていきましょう。

3月の労務 ピックアップ  
時間外・休日労働 
　に関する協定（36協定）


